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                            令和６年６月１日現在 

 

「介護予防訪問介護相当サービス」重要事項説明書 

 

事業所名：南すこやかヘルパーステーション 

 

 

 

 

当事業所は利用者に対して介護予防訪問介護相当サービスを提供します。事業所の概要

や提供されるサービスの内容について次の通り説明します。 

※当サービスの利用は、原則として要支援認定の結果「要支援」と認定された方及

び日常生活支援総合事業の「事業対象者」の方が対象となります。事業対象者  

認定をまだ受けていない方でもサービスの利用は可能です。 
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１．事業者 

（１）法 人 名     社会福祉法人 大津市社会福祉事業団 

（２）法人所在地     滋賀県大津市浜大津四丁目１番１号 

（３）電話番号       ０７７－５２７―９５５２ 

（４）代表者氏名     理事長  西村 和利  

（５）設立年月       平成５年２月１日 

２．事業所の概要 

（１）事業所の種類    第一号訪問介護事業所 

平成２８年４月１日指定 ２５７０１０２０３４号 

当事業所は介護保険の指定を受けています。 

（第 2570102034号） 
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（２）事業の目的    事業者は、介護保険法令の趣旨に従い、利用者が、可能な限りその

居宅において、要支援状態の維持もしくは改善を図り、又は要介護状

態となることを予防し、自立した日常生活を営むことができるように

支援することを目的とする。 

（３）事業所の名称      南すこやかヘルパーステーション 

（４）事業所の所在地    大津市南郷一丁目１４番３０号 

（５）電 話 番 号     ０７７－５３４－０３１９ 

（６）管理者 氏名                   

（７）当事業所の運営方針  常に、サービスの質の向上を図るとともに、利用者のニー

ズに応じたサービスを提供する。 

（８）開 設 年 月      平成１８年１０月１日 

（９）事業所が行っている他の業務 

   当事業所では、次の事業もあわせて実施しています。 

  [訪問介護]      平成 24年 10月 1日指定 2570102034号    

  [障害者居宅介護]   平成 24年 10月 1日指定 2510100262号 

３．事業実施地域及び営業時間 

（１） 通常の事業の実施地域  

大津市（晴嵐、石山、南郷、大石、田上、上田上、瀬田南学区） 

（２）営業日及び営業時間      

営業日 月～金曜日（ただし祝祭日、12 月 29 日から１月３日まで及び

理事長の定める休業日を除く。） 

受付時間 ８時３０分～１７時１５分  

サービス提供時間帯 年中無休  ８時００分～１８時００分  

 

４．職員の体制 

 当事業所では、利用者に対して介護予防訪問介護相当サービスを提供する職員として、

以下の職種の職員を配置しています。 

<主な職員の配置状況> ※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

職種 常勤 非常勤 常勤換

算 

指定基準 職務の内容 

１．管理者  １名   1:兼務可 業務の一元的な

管理と従業者に

法令等を遵守さ

せるための指揮

命令 

２．サービス提供責任者 

  （管理者含む） 

  名   利用者  

40人に1名 

訪問介護計画の

作成、従業者の

指導 他 
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３．訪問介護員    2.5 人以上 訪問介護の提供 

 

 

 

 

(1)介護福祉士   名   名    

(2)介護職員実務者研修修了者 

（旧介護職員基礎研修）を含む 

  名   名    

(3)訪問介護養成研修 1 級 

 （ヘルパー1 級）課程修了者 

   名    

(4) 介護職員初任者研修 

 （旧ヘルパー2 級課程）修了者 

   名 

   

   

※常勤換算：職員それぞれの週あたりの勤務延時間数の総数を当事業所におけ

る常勤職員の所定勤務時間数（例：週 38.75 時間）で除した数です。 

（例）週 7.75 時間勤務の訪問介護員が 5 名いる場合、常勤換算で、   

1 名（7.75 時間×5 名÷38.75 時間＝1 名）となります。 

５．当事業所が提供するサービスと利用料金 

 当事業所では、利用者のご家庭に訪問し、サービスを提供します。 

当事業所が提供するサービスについて、 

（１）利用料金が、事業支給費が支給される場合 

（２）利用料金の全額を利用者に負担いただく場合 

があります。 

（１）事業支給費の支給の対象となるサービス 

以下のサービスについては、利用料金の大部分（負担割合証に記載された割合以外）が

事業支給費から支給されます。 

<サービスの概要と利用料金> 

○身体介護及び生活援助の見守り的援助 

 ※上記のサービスは、例えばご利用者が行う調理を訪問介護員が見守りながら一緒に

行うなど、利用者がその有する能力を最大限活用することができるような方法によって

行います。 

☆ サービスの実施頻度は、介護予防ケマネジメントにおいて、１週間あたりのサービス

提供頻度が示されます。これを踏まえ、介護予防訪問介護相当サービス計画において

具体的な実施日、１回あたりの時間数や実施内容等を定めます。 

☆ 利用者に対する具体的なサービスの実施内容、実施日、時間等は、介護予防ケアマネ

ジメントがある場合には、それを踏まえて介護予防訪問介護相当サービス計画に定め

られます。ただし、利用者の状態の変化、介護予防ケアマネジメントに位置付けられ

た目標の達成度等を踏まえ、必要に応じて変更することがあります。 

☆ 利用者の状態の変化等により、サービス提供量が、日常生活支援総合事業に定めら

れた実施回数、時間数等を大幅に上回る場合には、介護予防支援事業者と調整の上、

支給区分の変更、介護予防ケアマネジメントの変更又は要支援認定の変更、要介護認

定の申請の援助等必要な支援を行います。 
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① 身体介護 

○ 入浴介助 

…入浴の介助又は、入浴が困難な方は体を拭く（清拭）などします。 

○ 排せつ介助 

…排せつの介助、おむつ交換を行います。 

○ 食事介助 

…食事の介助を行います。 

○ 体位変換 

…体位の変換を行います。 

○ 通院介助 

…通院の介助を行います。 

② 生活援助の見守り的援助 

☆  介護予防訪問介護相当サービスは、自立支援の観点から、利用者ができる限り自ら

家事等を行うことができるように支援することを目的としています。 

☆  そのため、下記のサービスは、例えばご利用者が行う調理を従業者が見守りながら

一緒に行うなど、ご利用者がその有する能力を最大限活用することができるような方

法によって行います。 

☆ 調理 

…利用者の食事の用意を行います。（家族分の調理は行いません。） 

☆ 洗濯 

…利用者の衣類等の洗濯を行います。（家族分の洗濯は行いません。） 

☆ 掃除 

…利用者の居室の掃除を行います。（利用者の居室以外の居室、庭等の敷地の掃除及

び除草は行いません。） 

☆ 買い物 

…利用者の日常生活に必要となる物品の買い物を行います。（預金・貯金の引き出し

や預け入れは行いません。） 

 ＜サービス利用料金＞（自己負担額は、1割負担の場合を例示しています） 

☆ 予防ケアマネジメントにおいて位置づけられた計画に従って次のとおりとなります。 

標準的な内容の訪問型サービス(１回当たりの金額) 

支給区分 １２回目まで 

１．利用料金 ３，０７０円 

２．うち、介護保険から給

付される額 ２，７６３円 

３．サービス利用にかかる

自己負担額（１－２） ３０７円 



 5 

生活援助が中心(１回当たりの金額) 

サービス時間 

 

支給区分 

２０分以上 

４５分未満 

（２０回目まで） 

４５分以上 

（１６回目まで） 

１．利用料金 １，９１５円 ２，３５４円 

２．うち、介護保険から

給付される額 １，７２３円 ２，１１８円 

３．サービス利用にかか

る自己負担額（１－２） １９２円 ２３６円 

２０分未満の身体介護が中心の訪問型サービス(１回当たりの金額) 

支給区分 
２２回目まで 

１．利用料金 １，７４４円 

２．うち、介護保険から給

付される額 １，５６９円 

３．サービス利用にかかる

自己負担額（１－２） １７５円 

○ その他の料金 

１．初回加算 ２，１４０円（うち自己負担額 ２１４円）       

  新規に介護予防訪問介護相当サービス計画を作成し、サービス提供責任者が自ら介

護予防訪問介護相当サービスを行う場合 又は従業者の訪問に同行した場合必要と

なります。 

２．介護職員等処遇改善加算Ⅰ  報酬額の２４．５％に相当する額   

介護職員等の確保に向けて、介護職員の処遇改善のための措置ができるだけ多くの事

業所に活用されるよう推進する観点から、令和６年６月より創設された加算です。 

☆ 利用者の負担割合は、「負担割合証」に記載された割合となります。 

☆ 利用者がまだ要支援、又は事業対象者認定を受けていない場合には、サービス利用

料金の全額をいったんお支払いいただきます。要支援、又は事業対象者認定を受けた

後、自己負担額を除く金額が大津市から払い戻されます（償還払い）。また、介護予防

ケアマネジメントが作成されていない場合も償還払いとなります。償還払いとなる場

合、ご利用者が償還払いの申請を行うために必要となる事項を記載した「サービス提

供証明書」を交付します。 

☆ 事業支給費の支給額に変更があった場合、変更された額に合わせて、利用者の負担額

を変更します。 
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（２）事業支給費の支給対象とならないサービス 

 以下のサービスは、利用料金の全額が利用者の負担となります。 

<サービスの概要と利用料金>  

①事業支給費の支給限度額を超える介護予防訪問介護相当サービス利用 

事業支給費の支給限度額を超えてサービスを利用される場合は、サービス利用料金の全

額が利用者の負担となります。 

②複写物の交付 

利用者は、サービス提供についての記録をいつでも閲覧できますが、複写物を必要とす

る場合には実費をご負担いただきます。 

1 枚につき   10 円 

③交通費 

通常の事業の実施地域以外にお住まいの方で、当事業所のサービスを利用される場合

は、サービスの提供に際し、要した交通費の実費いただきます。また、自動車を使用し

た場合の交通費は次の額をいただきます。 

１）通常の事業の実施地域を超えた地点から片道 10ｋｍ未満  500 円 

２）通常の事業の実施地域を超えた地点から片道 10ｋｍ以上 30ｋｍ未満 1,000 円 

３）30ｋｍ以上 10ｋｍ毎に 500 円 

４）タクシーを利用した場合は、通常の事業の実施地域を超えた地点から実費をいただ

きます。 

☆②③については経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に

変更することがあります。その場合事前に変更の内容と変更する事由について、変更を行

う 2 か月前までにご説明します。 

（３）利用料金のお支払い方法 

前記（１）、（２）の料金・費用は、１か月ごとに計算し、ご請求しますので、翌月末日

までに以下のいずれかの方法でお支払い下さい。 

ア．現金支払 → 担当のホームヘルパーがお伺いします。 

イ．下記指定口座への振り込み 

   滋賀銀行  大津市役所出張所 普通預金２１０４７１ 

   （名義） 社会福祉法人大津市社会福祉事業団 介護保険会計出納員 古川
ふるかわ

 久
きゅう

詞
し

 

ウ．金融機関口座からの自動引き落とし 

   →事前に口座振替依頼書の提出が必要です。 

ご利用できる金融機関：滋賀銀行、関西みらい銀行、JA レーク滋賀、ゆうちょ銀行 

前記（２）③の交通費は、サービス利用終了時に、その都度お支払い下さい。 

料金・費用等のお支払いを確認しましたら、領収書をお渡しいたします。 

（４）利用の中止、変更 

○利用予定日の前に、利用者の都合により、サービスの利用を中止、又は変更するこ

とができます。この場合にはサービスの利用予定日の前日午後 5 時までに事業者に申

し出てください。 
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○サービスの利用予定日の前日午後 5 時までに利用の中止の申し出がない場合、取消

し料 1,500 円をいただきます。但し体調不良等やむを得ない理由で中止する場合はい

ただきません。 

○サービス利用の変更の申し出に対して、従業者の稼働状況により利用者の希望する

期間にサービスの提供ができない場合、他の利用可能日時を利用者に提示して協議し

ます。 

６．サービスの利用に関する留意事項 

（１）サービス提供を行う従業者 

サービス提供時に、担当の従業者を決定します。 

ただし、実際のサービス提供にあたっては、複数の従業者が交替してサービスを提供

します。 

（２）従業者の交替 

 ①利用者からの交替の申し出 

選任された従業者の交替を希望する場合には、当該従業者が業務上不適当と認められ

る事情その他交替を希望する理由を明らかにして、事業者に対して従業者の交替を申し

出ることができます。ただし、利用者から特定の従業者の指名はできません。 

 ②事業者からの従業者の交替 

事業者の都合により、従業者を交替することがあります。 

従業者を交替する場合は利用者及びその家族等に対してサービス利用上の不利益が生

じないよう十分に配慮するものとします。 

（３）サービス実施時の留意事項 

①定められた業務以外の禁止 

利用者は「５．当事業所が提供するサービスと利用料金」で定められたサービス以

外の業務を事業者に依頼することはできません。 

②介護予防訪問介護相当サービスの実施に関する指示・命令 

サービスの実施に関する指示・命令はすべて事業者が行います。但し、事業者はサ

ービスの実施にあたって利用者の事情・意向等に十分に配慮するものとします。 

③備品等の使用 

サービス実施のために必要な備品等（水道・ガス・電気を含む）は無償で使用させ

ていただきます。従業者が事業所に連絡する場合の電話等も使用させていただきます。 

（４）従業者の禁止行為 

従業者は、利用者に対するサービスの提供にあたって、次に該当する行為は行いません。 

①医療行為 

②利用者もしくはその家族等からの金銭又は物品の授受 

③利用者の家族等に対するサービスの提供 

④飲酒及び利用者もしくはその家族等の同意なしに行う喫煙 

⑤利用者もしくはその家族等に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動 

⑥その他利用者もしくはその家族等に行う迷惑行為 
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（５）利用者及び家族等の禁止行為 

  利用者及びその家族等は、ホームヘルパーに対する次の行為は許されません。下記の

行為が確認された場合、サービスの中止、契約の解除を行う場合があります。 

 

 

 

※利用者が酒酔い状態の場合は、サービスの提供を行いません。 

（６）サービス提供責任者  

 サービス提供責任者は利用者からのサービス利用日や内容に関する調整、介護予防訪問

介護相当サービス計画の作成など、次のような業務を担当します。利用にあたって疑問点

やご心配な点があったりサービス内容を変更したい時には、サービス提供責任者にお気軽

にお尋ねください。従業者に直接お話しくださってもかまいません。 

＜サービス提供責任者の業務＞ 

① サービスの利用の申込みに関する調整 

② 利用者の状態の変化やサービスに関する意向の定期的な把握 

③ 介護予防支援事業者等との連携（サービス担当者会議への出席など） 

④ 従業者への援助目標、援助内容に関する指示 

⑤ 従業者の業務の実施状況の把握 

⑥ 従業者の業務管理 

⑦ 従業者の研修、技術指導 

⑧ その他サービスの内容の管理に関する必要な業務 

 

７．事故発生時の対応等について 

（１）事故発生時の対応について 

事故が発生した場合は、利用者に対し、応急措置、医療機関への搬送等の措置を講じ

るとともに、速やかに家族等及び関係機関等に事故発生状況及び今後の対応等について

報告します。 

（２）虐待の防止 

   事業所は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じ

ます。 

①事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結

果について、従業者に周知徹底を図ります。 

②事業所において、従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施します。 

③虐待の防止に関する責任者を設置します。 

④成年後見制度の利用を支援します。 

⑤苦情解決体制を整備します。 

①セクシュアルハラスメント、飲酒の強要、暴力行為、その他迷惑行為  

②心身及び財物の損傷、又は損壊すること 
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（３）暴力団員による不当な行為の防止等について 

介護予防訪問介護相当サービス事業所を運営する法人の役員、管理者及びその他従業

者は、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）ではありません。また、介護予防訪問

介護事業所の運営について、暴力団員の支配を受けません。 

（４）身体拘束等の禁止 

  ①事業者は、サービスの提供に当たっては、利用者又は他の利用者の生命又は身体

を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を

制限する行為（以下「身体拘束等」という。）を行いません。 

②事業者は、やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際

の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記録し

ます。 

③事業者は、身体拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じます。 

ア．身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その

結果について従業者へ周知します。 

イ．身体拘束等の適正化のための指針を整備します。 

   ウ．従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施します。 

（５）感染症対策について 

  事業所は、事業所において感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように、

次の各号に掲げる措置を講じるものとします。 

  ①事業所における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討

する委員会の定期的な開催及びその結果について従業者へ周知徹底を図ります。 

②事業所における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針を整備 

します。 

③事業所において、従業者に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のた 

めの研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施す

るように努めます。 

（６）業務継続に向けた取組について 

  ①事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供

を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計

画（以下、「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な

措置を講じます。 

②事業者は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修

及び訓練を定期的に実施します。 

③事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の

変更を行います。 
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８．秘密保持について 

 ⑴ 事業者及び従業者は、サービス提供する上で知り得た利用者及び家族に関する秘密

を正当な理由なく、第三者に漏らしません。この守秘義務は、契約終了後も同様です。 

 ⑵ 事業者は、利用者からあらかじめ文書で同意を得ない限り、サービス提供者会議等

において、利用者又は家族の個人情報を用いません。 

 

９．相談・苦情の受付について 

（１）相談・苦情等の受付 

当事業所に対する相談や苦情は以下の窓口で受け付けます。 

受付窓口  

 南すこやかヘルパーステーション 

電話番号  

 ０７７－５３４－０３１９ 

相談担当者  

 （管理者）             

受付時間 月～金曜日（ただし祝祭日、12 月 29 日から 1 月 3 日まで

及び理事長の定める休業日を除く。）  

８時３０分～１７時１５分 

（２）行政機関その他相談・苦情受付機関 

大津市健康保険部 

介護保険課 

 

所在地  大津市御陵町３－１ 

電話番号 ０７７－５２８－２７５３ 

受付時間 月～金曜日 ９時００分～１７時００分 

滋賀県国民健康保険団体 

連合会 

所在地  大津市中央四丁目５－９ 

電話番号 ０７７－５２２－００６５ 

受付時間 月～金曜日 ９時００分～１７時００分 

滋賀県社会福祉協議会 

（運営適正化委員会） 

所在地  草津市笠山七丁目８－１３８ 

電話番号 ０７７－５６７－４１０７ 

受付時間 月～金曜日 ９時００分～１７時００分 
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令和  年  月  日 

 

本書面に基づき重要事項の説明を行いました。 

  

          事業者 所在地  大津市浜大津四丁目１番１号 

             名 称  社会福祉法人大津市社会福祉事業団 

             代表者  理事長  西村 和利  ㊞ 

 

  

         説明者 事業所名 大津市社会福祉事業団 

南すこやかヘルパーステーション 

 

              氏 名                    

 

 

私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受けました。 

 

本 人 住 所                  

 

                  氏 名                  

 

              ［代理人］住 所                  

 

                   氏 名                  

上記代理人は、重要事項説明書に 

限っての代理人権限となります 

 

［代 筆］事業所名                

 

氏 名                  

 

 

 

※ この重要事項説明書は、改正前の大津市条例第 15 号第 42 条（平成 25 年３月 22 日）の規定

に基づき、利用申込者又はその家族への重要事項説明のために作成したものです。 

 


